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概要

 資源 の減少 と環境に与える影響を考慮し、人類の持続的発展を実現するために、あ らゆる製

品、技術、システムに関す るライフサイクルアセスメン トの必要性が高まってきた。製品や技

術のライフサイクルアセスメン トをお こな う上で、特に注目すべき項 目の一つに廃棄物や排熱

の再利用が挙げられ る。 これは、資源のリサイクルや熱のカスケーデ ィング(多 段利用)が 、

省資源、省エネルギー、廃棄物の減容化などに直接寄与できるからである。

 本論文では、 この中、産業部門の低温排熱に注目し、その業種毎の存在量と排熱有効利用の

ための技術、 さらには これを利用 した場合のCO2削 減可能性についてLCA手 法を用いて検討 し

た。特に、臨海部に工場があり、その近郊に低温熱需要の多い都市が存在する場合、各工場で

の排熱を積極的に回収 し、利用することができれば、近郊に立地する建物の民生用熱消費量の

大半を工場排熱でまかな うことが可能 となる。 このような、産業 ・民生部門間における熱の融

通と、それによるエネルギー総合効率の向上、CO2削 減率の評価をお こなうことが本論文の課題

である。

 具体的には、工場における排熱についてのアンケー トデータを利用 し、工場からの排熱の外

部利用可能性についての評価をお こなっている。アンケー トデータより外部利用の余地の大き

い業種の出荷額と排熱エネルギーの関係を求め、その後、その業種における排熱を熱輸送 した

ときの距離別の化石燃料削減効果 とそれに伴 う二酸化炭素削減効果を求めている。



1.は じ め に

 近年、地球環境問題の深刻化への危機感を背景に、 この問題への国際的対応が求められてい
る。特 に、温室効果ガスの増大に よる気候変動が深刻 な影響 を もた らす との認識 が世 界的に高

まってお り、1997年 末に開催 され たCOP3京 都会議 において、 OECD諸 国は2010年 にお ける温室効
果 ガスの排 出量を一定程 度削減 す ることが盛 り込 まれ た。 これ による と、例 えば 日本 は、気候
変動緩和策 として2010年 にお ける温室効果 ガス排 出量 を1990年 レベル よ り6%削 減す る ことに

なっている。(1990年 度 にお ける 日本 の化石燃料消費 に起 因す るCO
2放出量は炭素換算で3.13億tで あ り

、 これ は一人 当 りにす る と2.53tと なる。)

 省エネルギーは、温室効果ガス削減のための重要な方策であるが、二度の石油危機 を契機に
して進 められて きた 日本のエネル ギー効率改善速度 に も、1980年 代 の後 半以降は陰 りが見 えて
い るJ例 えば、 日本 におけ るE/GDPの 値 は、1973年 度 には189，3(石 油換算kl/億 円)で あ

り、1986年 度 には131.O(石 油換算kl/億 円)ま で低 下 しているが、1993年 度 の値 は130.1(石 油
換算kl/億 円)で 殆 ど低下 していない。 特に、産業部 門における個別機器 の導入 による効率改善

は、エネル ギー価格 の長期 低迷 もあ り、新 たな費用対効果 の高い(投 資回収年数の短い)方 策

が少 ないた め、伸び悩ん でい るもの と考 え られ る。(1)、(2)

 上記のよ うな理由から、個別機器の導入による省エネルギーに代わって近年注目を集 めてい
るのは、 リサイ クルや ヒー トカスケーデイ ング(熱 の多段利用)な どのいわゆ るシステム的省

エネル ギーで ある。特に、 ヒー トカスケーデ ィングや その第 一段 階 としての排熱利用 は、各業種内
での省 エネル ギーが限界に近づいてい る中で、他 業種や民生部 門 と熱 のや りと りをお こな

うことで、エネル ギーシステム全体 としての効率改善を図るものであ り注 目に値す る。 日本政府 に よ
るエ コエネ プ ロジェ ク トも、 こ うした時代 の流れ に沿 うもので ある と考 えられ る。

 海外における状況をみると、日本より廃熱利用/地 域熱供給が進んでいる国がある。 フラン
スの公 立機 関であ るADEMEに よる と地域熱供給 のた めの配管総延長 は

、デ ンマー クが17000km、統
一 ドイ ツが12000～15000km

、ス ウェーデ ン8000km、 フィンラン ド7000k皿、 フランス3000kmで

ある。す なわ ち、北欧諸 国や ドイ ツ圏 におい て、特 に地域熱供 給が普及 してい る。 これ には以
下の よ うな理 由が考 え られ る。

●

●

●

 

●

●

●

歴史的に石炭以外のエネルギー(例 えば天然ガス)が 入手 しにくく、環境問題から地域熱供給
が受入れやすかった。

長い時間をかけて温水輸送配管の整備が漸次進められてきたため、配管敷設の維持費が低
くなっている。
一般に平均気温が低 く

、冷房 より暖房需要が卓越 してお り、地域熱供給の経済性が上がり

やすい地域である。

産業排熱がある地域の近傍に、熱需要の大きな都市が存在する。

熱需要の季節変化 と排熱を供給するプラン トの運転パターンが…致 している。中央政府
、または地方公共団体によって、地域熱供給に対 し補助があるか、または供給(持

続)義 務など、規制制度の有無も地域熱供給の普及 に影響する。

 このように、排熱利用 と地域熱供給の実現可能性には多様な要因が影響するため、 日本にお
ける可能性を簡単に結論づけるのは難 しい。 しかし、温室効果ガスの抜本的削減と持続可能な
エネルギーシステムの実現のために排熱の有効利用が有望な方策の一っである以上

、日本におけ
る可能性を検討 してお く必要がある。

 そ こで、本節では、産業部門の低温排熱に注 目し、その業種毎の存在量と排熱有効利用のた
めの技術、さらにはこれを利用 した場合のCO2削 減可能性についてLCA手 法を用いて検討 した

。特に
、工場近郊に低温熱需要の多い都市が存在する場合、各工場での排熱を積極的に回収 し

、利用する
ことができれば、近郊に立地す る建物の民生用熱消費量の大半を工場排熱でまかな う

ことが可能 となる， このような、産業 ・民生部門間における熱の融通 と、それによるエネルギ

1



一総合効率の向上
、CO2削 減率の評価をお こな うことが本節の課題である。

 具体的には、工場における排熱にっいてのアンケー トデータを利用 し、工場からの排熱の外
部利用可能性についての評価をお こなっている。アンケー トデータより外部利用の余地の大き

い業種の出荷額 と排熱エネルギーの関係を求め、その後、その業種における排熱を熱輸送 した

ときの距離別の化石燃料削減効果 とそれに伴 う二酸化炭素削減効果を求めているJ

*こ の研究は、学術振興会未来開拓技術研究推進事業 「アジア地域の環境保全」Work Group2に おける共

 同研究としておこなわれた。

†東京大学大学院工学系研究科 地球システム工学専攻

2



2.本 研究におけるLCA手 法の概要

2.1LCA手 法 の基本的枠組み

 LCAの 基 本 的 枠 組 み につ い て は 、 KEO Discussion Paper No.19学 振 未 来WG2-8「 技 術 評 価 の

ためのライ フサイクルアセスメン ト手法の基本的枠組みとその問題点」に譲るものとする
。

 そ こでの基本的枠組 みは、産業連 関分析 のデー タベース を基調 とし、そのOne process-One

productの 原則 を部分 的に拡張 し、結合生産 を許す形 にす る。特 に、 LCAに おいて重 要な屑 、廃

棄物 関連の排 出 とその再利用が表現で きるよ うにす る ことで あった。

 す なわ ち、方程式 では投入係数行列Aと 生産 ・排 出行列Eを 用いて(2-1)式 の よ うに表 し、投入

係数行列Aは 産業連 関分析 と同 じ概念で構成 し、生産 ・排出行列Eに は、主産物以外 の副産物 、

屑 さ らにはLCAで 評価すべ き排 出物を含 めて考 え る。 ただ し、 ここではxは プロセ スで あ り、 プ

ロダ ク トを表 してはい ない ことに注意 されたい。 この よ うな区別 が必要 になるのは、One

process-One productの 原則 を崩 したためであ る。

Ex>_Ax+f

(E'一A)x≧1
(2-1)

 ここで、システ ム全体 の状態 、す なわちxを 決定す るには、現実のシステムに相 当す る最適

化の評価基準 、またはロジ ッ ト関数 な どのシ ミュレーシ ョン原 理が必 要である。例 えば、現実

の システ ムが総費用 の:最小化 とい う原理で決定 されてい る場合 、cx→min.(max .)を 目的

関数として鼬 化することにより・xが 噫}こ 定まる・このときの鼬 基底を瑞 とす ると・

κ一(E一.4)一'f=Bol     (2-2)

 (2-2)式 のように、システム内部に結合生産や代替性が存在する場合でもプロセスベク トルx

を決定することができる。
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x=B
。麟1!

x广B。 一1/if+B。 一1/2乃+・

笥 一房1ガ

驚=ノh1=1⊂EkJ× ガ1ノ ∂

・・+B-1
0ノ ノガ+…+B。 一1/m，fn.2 (2-6)

(2-7)

 この よ うに、 システ ム内部 に結合 生産 や代替性 が存 在す る場合 で も、 システム の状態 が一意

に決 定 されれ ば、 この ときの逆行 列 を用 いて、 ライ フサイ クル にお け る資源消費 、環境排 出 を

各製 品に配分す る ことがで きる。(2-7)式 による配 分原 理を限 界配分指標 とよぶ ことにす る。

 また、 あるプ ロセス か ら他 のプ ロセスに代替 した場合 の改善量 については以 下の よ うに考 え

られ る。いま、新 プロセスbjを 微少単位 θだけ導入す る場合 を想定す る。 プロセ スblに 対する

排 出行列Eのj列 目の列ベ ク トル をe」 とす る。 この ときの、元のプ ロセ スベ ク トルxと プロダ

ク トベ ク トル .vの 変化 量は以下の よ うになる。

Bax=f

B。(x+△x)+eb=f

△x=一 詔 一1ゐ      0 /

oy=一 θE8δ1ゐ ノ+兜 ノ
CZ-8)

したがって噺 プ・セス擁 単位当り導入 したときの、改善量はEBo'b，+e
;で 表 される.

これを限界改善指標 と呼ぶことにする。

2.2本 研 究にお け るLCAの 具体 的算:定法

 本研究においては、(2-8)式 の限界改善指標を用いて排熱 を輸送することによる化石燃料削減

効果 とそれに伴 う二酸化炭素削減効果について算出 している。投入係数行列Aと しては産業連

関表のデータを用い、生産 ・排出行列Eに ついては、特に各部門からの排熱データを後述する

アンケー トか ら推定 している。行列EのCO2排 出データについては、吉岡らによって開発 され
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た環境10を 用いた方が精度が高いと考えられ る。 しかし、ここでは誘発 され る化石燃料の消費

量からCO2放 出量を求めており、この点は今後の課題 とする。

 また、ベク トルbと しては、熱輸送技術をベク トル化する。ベク トルbの 要素としては、熱

輸送 に必要なポンプ動力(電 力)な どの投入物はプラスの値で表わすが、熱輸送によって産出

され るもの(需 要端に送 られる熱〉についてはマイナスで表わす。

3.製 造業における排熱量推定のためのアンケー トデータの解析

ア ンケー トは過去 のデ ー タの整理 に加 えて、新た な調査 として排 熱実態 を全国 レベル で調査 し

排 熱デ ータベース を提供 す る ことを目的 として、工業技術 院ニ ューサ ンシ ャイ ン計画 のエ コ ・

エネル ギー都 市 プロジェ ク トの一環 と して、新 エネル ギー ・産業技術 総合開発機構(NEDO)の 委

託 を得て(財)省 エネル ギーセ ンターに よって実施 され た。

3.1ア ンケー トデータの送付先と回蚊率

¢食 品 ・飲料 ・たば こ産業(食 品)②繊維 ・紡績 ・染色工業(繊維)⑥ 紙 ・パルプ ・紙加工品製造

業(パ ル)⑤化学工業 ・ゴム製品製造業(化 学)⑤石油製品 ・石炭製品製造業(石 油)⑥プラスチッ

ク製品製造業(プ ラ〉⑦窯業 ・土石製品製造業(窯業)⑥ 鉄鋼業(鉄鋼)⑨ 非鉄金属製造業(非鉄)⑩

金属製品 ・機械器具 ・精密機械製造業(金属)⑪ 電気 ・電子機械器具製造業(電気)⑫輸 送用機械

器具製造業(輸送)⑬電力製造業(電力)⑭1ガス ・熱供給業(ガス)⑯清掃工場⑯その他

(カッコ内、図中略称)

以上の業種の資本金1億 円以上で従業員数300人 以上の工場を対 象に、 「工場 の未利用エネル

 `_'実態調 査」と して約10000事 業所にア ンケー トを送付 し、約2900事 業所 よ り回答 を得た。

回収率は28.9%で ある。 この回答数 は30人 以上 の全 国製造業 の工場数約45000工 場の約6 .5%

に相 当す るが、従 業員規模 では24%、 出荷額 、エネル ギー消費 では ともに30%以 上 とな り、大

規模 工場 か らの回答が多 かった ことを示 してい る。 また、ア ンケー トは主 として以下 の項 目の

回答 を依頼 している。

  (1)工 場 または事業所概要

     工場 のエネル ギー

     購入エネル ギー

     自家発電 とコージ ェネ レー シ ョンの状況

  (2)工 場排熱

     設備 稼動状況

     排熱 の実態
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3.2業 種別排熱エネルギーの現状の比較

まず、業種別にい くっかの視点か ら排熱エネル ギーの現状についての比較をお こなった。最初

に総購入エネルギー に対する総排熱エネルギーの割合について業種別に比較 した。 また、排熱

エネルギーについては、40℃ まで排熱を絞 り取れるとして以下の式によって求めている。(清 掃

工場、その他の業種についてはデータが少なく、省略 している。)

排熱エネルギー=定常時平均排出量 ×比熱×(排出物平均温度(℃)一40)X稼 働率
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図3.1総 購入 エネル ギーに対す る総排熱 エネル ギー

 購入エネルギーに対す る排熱エネルギーの割合が高い業種においては、外部利用よりもまず、

排熱の内部利用にっいての可能性が高いと考え られ る。次に1事 業所あたりの排熱エネルギー

について業種別に比較 した。
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図3.2事 業所 あた りの排熱 エネル ギー

 1事 業所あたりの排熱エネルギーの高い業種においては、排熱の外部利用についての可能性が

高い と考え られる。最後に、出荷額あた りの排熱エネルギーを求め、それに産業連関表よ り得
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られる国内生産額をかけることにより、年間の排熱エネルギーを推定した。
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図3.4推 定 された業種毎の年間の排熱エネルギー

 以上の結果 より、1事 業所あた りの排熱エネルギー、年間の排熱エネルギーが高い上位4っ の

業種(電 力製造業、窯業 ・土石製品製造業、鉄鋼業、石油 ・石炭製造業)について、排熱の外部

利用可能性が高いと考えられ る。 そこで、さらにこれ ら四業種について精度の高い出荷額 と排

熱エネルギーの関係を求めるために回帰分析をおこなった。

3.3四 業種における出荷額 と排熱エネルギー

 以上より、電力製造、窯業 ・土石製品製造業、鉄鋼業、石油 ・石炭製品製造業にっいて回帰

分析 をお こなった。以 下 に四業種 にお ける出荷 額 と排熱エネル ギーの 関係 について示す。分析

において、(1)出 荷額 がOの デー タ，(2)購 入 エネル ギーに対す る排熱 エネル ギー の割合が100%

を超え るデ ー タは、デー タに不備 がある として捨象 してい る。
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 式(10)～(13)は 各業種の出荷額 をx、 排熱 エネル ギー をyと した場合の回帰式 を表わす。 そ し

てそれぞれ式の下 にあるカ ッコ内の数字はt値 を、r2は 決定係 数 を表わ してい る。

窯業 ・土石 製品製造業において決定係 数が0，52と あま り高い数字 ではない。 しか し、出荷額 の

係 数のt値 につい てはある程度 高い値 が得 られ てい るので、式(10)～(13)の4つ の式 を用い て

各業種 の年 間の総 排熱エネル ギー 量を算出す る。 これ らの式 のxに 産業連 関表か ら得 られ る国

内生産 額を代入す ることによ り、各業種 の国内にお ける総排熱エネル ギーが求 め られ る。
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        y=0.0031x-84，02      (r2==0.77)
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(13)

窯業 ・土石製品製造業において決定係数が0.50と あまり高い数字ではない。 しか し、出荷額の

係数のt値 についてはある程度高い値が得られているので、式(10>～(13)の4っ の式を用いて

各業種の年間の総排熱エネルギー量を算出する。 これ らの式のxに 産業連関表から得 られる国

内生産額を代入す ることにより、各業種の国内における総排熱エネルギーが求められ る。ただ

し、電力製造業については、計算に用いているデータは全て火力発電所のものであったので、

国内生産額に火力発電所の全体に対する構成比を用いて、火力発電所の国内生産額 としている。
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電力製造(火力)

 窯業 ・土石

表3.1業 種別 の国内総排熱 エネル ギー

鉄鋼業

石油 ・石炭

内生産額

百万円)

  P一冒一}.冂 一

総 排 熱 工

 {Tcal，一一 一 一

512，680 71，

193，580

一 π 丁罰一

43，

679，224
       -一一

53，

087，614 34，
… 一}陰一 〕 「h一 }一L一 一 一一一

{Tcal;Year)

 71，366

53，289

34，720

4.排 熱利用効果の推定

4.1熱 輸送の前提条件

本研究において想定 しているシステムは本研究において想定 しているシステムは工場排熱 を熱

交換器 を通 して回収 し、これを温水パイプラインにより、需要家側に輸送す るものである。本

研究における主な前提条件は以下の通 りである。アンケー トデー タにおいては様々な温度 レベ

ルの排熱が存在す るが、本研究では総排熱エネルギーで計算するため、低い温度設定 とした。

また、配管を埋設することを考慮す るとコス トが地理的要因によって大きく異なってい るな ど

の不確定性が多いことから配管を埋設することは考慮 していない。

工
場

利用排熱

事業所data

    r

網

熱
交
換
器

熱輸送

60ｰC

 

水

℃

ー

大
口
需
要
家

熱輸送媒体:温 水(60℃ 、10[kgf/cm2])

配管 内流量:4000[m3/h]

配管材:配 管用炭素鋼鋼管

配管外径:914，4[mm]

配管 内径:889[m]

配管質量:282[kg/m]

(文献[1][2]を 参照 に設定〉

配管 の耐用年数:30年
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熱交換器効率:0.9

ポ ンプ動力:効 率0.75

(文献[4]を 参照に設 定)

4.2圧 力損失 の計算

Darcy-Weisbachの 式 に基づ き圧力損失 を計算 した。(以 下式は文献[1]よ り引用 した。)

些=λ ⊥.V`      (14)
 y   d2g

 △Pf:圧 力損失

 λ:管 摩擦係数

  d:管 径

  1:管 長 さ

 y:比 重量

  v:管 内流速

〈注 〉

λは レイ ノルズ数 、管径 、管内面粗 さの関数であ り、以下のムーデ ィの式に よって求 め られ る。

λ=一 収 一 1/k106:3`+一一
dRe

(15)

Re:レ イ ノル ズ数

  Revdv

K:管 内面粗 さ

以上の式によって求められた圧力損失より

Le=些 ユ
   6120

 Le:ポ ンプ動力

  Q:ポ ンプ流量

 η:ポ ンプ効率

ボンプ動力 が以下 の式 によって計算 され る。

    (16)

4.3熱 損 失の計算

一般 に
、長 さdLの 配管 中でdQの 熱損失が あった場合、次の関係 式が成 立す る。(以 下、式 は
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文献[1]よ り引用 した.)

dp=Z・d;・K1.T・dl，                              (17)

 T:管 内流体温度 と管外部温度 の差

 Di:管 内径

 Ki:管 内面基準熱通過率

ここでKiは 、以下の式 よ り求 め られ る。

K'al t 
n-1Zen.一edo-1 ao'do  (18)

 a;:管 内面側表面熱 伝達率

 αo:管 外面側熱伝 達率

 d。:第n層 の管外径

 λ.:第n層 の管材 の熱伝達率

〈注〉

αiは 、鉛管 内乱流 に対す るデ ィッタス らの式

a;'d;
=0.・23〔v彡 ・〕α8・P…  (19)

 v:管 内流 速

 ti':流 体の動粘 度

 Pr:流 体 のプラ ン ドル 数

 λ:流 体 の熱伝導 率

に より算 出す る。

この時、管 内を流れ る流量Wの 温水が このた めにdTだ け温度低下 した とす る と、

dT=一_璽_-4亙 丁砒     (20)
  100011'   1000if'

なる変数分離系 の微分方程式が成 り立っ。

これ か ら、初期条 件を与 える ことによ り、以下 に示す配管 内外の温度差関数が得 られ る。

7=η・叫 辮 ・五〕     (21)

 T1:配 管始点における管内外の温度差

これ らの式により、距離別の熱輸送効率を求めた.
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表4.1.距 離別熱 輸送効率

躍(k・)L1

交 率(殉 一_1_一一99.3 剥 劃 一劃 三劃
4.4熱 輸送ベ ク トルの各成分の設 定

熱輸送ベ ク トル において、産 出物 は輸 送 され る排熱 エネル ギーで ある。 輸送 され る排 熱エネル

 `_'は以下の式 によって求 め られ る。

離 送…さ協 る撚 エネル ギー=撚 エネル ギーX烈 冱液 率X辮 鰯:迭効率

これ を産業連 関表 か ら求 めた熱料金25円 ，玉1calを 用い て金額 に換算 し、そ してそれ を産 出物 と

して熱供給業 の部 門に代入す る。表3，1、4.1よ り、輸 送 され る4業 種合計の輸送距離別 の排 熱

エネル ギー量求 め(表4.2)、 それ を金額 に換算す ると表4 .3の よ うになる。

表4.2.輸 送距離別 の総排熱エネル ギー量(Tcal)

1km 5km

181，396176，040

lOkm 115k・

169，567

20km

1_163，332i-157，32
瑚

表4.3.輸 送距離別 の総排 熱エネル ギー量(103百 万円)

4，535
.上.4，401

lkm 一こ[5km 1_IOkm -L-15km■ 「20km

4，2391 __4，083 3，_933

4.5計 算結果

以上より、熱輸送ベク トルbを 作成し、化石燃料削減効果を算出した。投入物 としては、総ポ

ンプ動力量を金額換算 して電力部門に、輸送配管の総素材量を金額換算 して鉄鋼部門に代入 し

た。

表4.4， 化石燃 料 削減効果(百 万円)

石炭

1km

 原油

禾 然ガス 」 一113，152

62，411

95，XO8

5km 10km

O，1-1357，383

驫±齦
儲ld畿
 81，532一_L76，81」

■一98，鰺塑 凄5

化石燃料の発熱量、価格、二酸化炭素原単位より求めた産業連関表における化石燃料の二酸化

炭素原単位(kg-CO2/百 万円)は以下の通 りである。
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表4.5.化 石燃料 の二酸化 炭素原単位(kg-CO2/百 万円)

[一酸化炭素厦単塹 ⊥257，092」 一133，562_1_92，91.1

以上 の表4.4，4.5よ り、排 熱エネル ギー を輸送す ることによる輸送距離別 の二酸化 炭素削減効

果 が算 出 され る。1994年 度 の 日本全体 の二酸化炭素排出量(13.42億t)に 対す る割合 ともに以下

に示す。

表4.6.二 酸 化 炭 素 削減 効 果(103t-CO2>

     _1_一__1km荀
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図4.1.距 離別 の二酸化炭素削減 効果

5.お わ りに

アンケー トデータか ら得 られる業種別の排熱の現状比較によると、排熱エネルギー量から見て

排熱の外部利用の余地が大きい業種として、電力製造、窯業 ・土石製品製造業、鉄鋼業、石油 ・

石炭製品製造業の4業 種が挙げられる。そしてこれ ら4業 種の排熱を20km輸 送 して利用するこ

とにより、日本全体の二酸化炭素排出量の約2.4%を 削減できることが分かった。これ らの値は

需要側の必要な温度レベルな どにっいては考慮されていない。っまり、究極的な排熱利用可能
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性 を示 しているといえる。実際に排熱輸送するときの地理的条件、排熱の種類、温度 レベルな

どにっいても考慮 しなければならない。そのため、実際の排熱利用可能性としては本研究の計

算 よりも小さくなると考えられる。しか し、その一方で、今回のアンケー トデータにおいては40℃

以上となる排熱 しか考慮 されてお らず、電力製造における低温の温排水など、低温排熱の利用

可能性 も残 されている。

今後の方向性 としては、

 ・配管径を輸送距離によって変化 させ る

 ・温水系以外の熱輸送システムについての評価

 ・配管を埋設 したときの評価

 ・温度 レベル別の評価

などを考えている。
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